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　　　入札参加表明 ： 令和８年５月８日（金）～令和８年６月３０日（火）

　　　入札参加申込 ： 令和８年７月９日（木）、１０日（金）

　　　入　　札　　日 ： 令和８年８月７日（金）

物件
番号

 所　  在　  地
公簿
地目

（現況）

実測面積
（㎡）

最低売却価格
（円）

入　札　日 開 始 時 間

1

折尾土地区画整理事業地内
１８街区
画地番号①-１、①-２、
②-１、②-２、②-３
③-１、③-２、④、⑤、⑥

宅地 1,248.92 225,804,736 8月7日(金) 午前 10時00分

※時間になりましたら始めますので、時間を厳守してください。

制限付一般競争入札物件一覧表

入札会場：折尾総合整備事務所　会議室
（北九州市八幡西区大浦二丁目１３番７号）
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質問受付

　質問事項は、令和８年６月１９日（金）までに、質問書（様式４）に記入のうえ、
事業調整課に、
E-mail（seibi-jigyouchousei@city.kitakyushu.lg.jp）又は、
FAX（093-602-3128）により提出してください。
　随時、ホームページに回答を掲載します。最終回答については、６月末までにホームペー
ジに掲載します。なお、入札参加表明者には個別で回答を案内します。

↓

入札参加表明書
の提出

　今回の制限付一般競争入札の参加申込を希望する方は、
令和８年６月３０日（火）までに、
制限付一般競争入札参加表明書（様式１）に所定の事項を記入のうえ、
受付場所に提出してください。
※入札参加表明書の提出により、入札参加申込の義務が課されることはありません。
　ただし、入札に参加申込される方は、必ず入札参加表明書を提出してください。
　受付場所：北九州市都市整備局折尾総合整備事務所事業調整課
　　　　　　（北九州市八幡西区大浦二丁目１３番７号）

↓  

入札参加申込

　今回の制限付一般競争入札に参加を希望する方は、参加申込書等に所定の事項を記入のう
え、受付場所まで直接お持ちください。
　受付日時：令和８年７月９日（木）、１０日（金）
　　　　　　午前９時から午後５時まで
　受付場所：北九州市都市整備局折尾総合整備事務所事業調整課
　　【必要書類】
　　①制限付一般競争入札参加申込書（様式２）
　　②役員一覧（様式３）
　　　※共同事業者がいる場合、事業者ごとに添付してください。
　　③登記事項証明書（履歴事項全部証明書・発行後３ヶ月以内のもの）
　　④会社等の定款
　　⑤会社等の概要
　　⑥決算報告書（過去３年分）
　　⑦納税証明書（発行後３ヶ月以内のもの）
　　　 ＊法人税、消費税［地方消費税を含む］
　　　 　 ※「納税証明書その３の３」で構いません。
　　　 ＊市町村民税、固定資産税・都市計画税
　　 　 　※いずれも過去３年分（令和７,６,５年度分）、
　　　　　　本店等所在地分のみで構いません。
　　⑧印鑑証明書（発行後３ヶ月以内のもの）
　　⑨事業実績に関する調書
　　⑩事業計画書

↓

入札参加資格
の審査

　提出いただいた書類に基づき、入札参加資格の審査を行います。
　審査の結果については、令和８年７月３１日（金）頃に、参加申込者全員に文書で通知し
ます。

↓

入札

　書類審査の結果、提案いただいた事業計画書が市の条件に適合し、かつ適正に事業が遂行
できると思われる方を対象にして入札を行い、買受事業者を決定します。
　入札は、令和８年８月７日（金）に折尾総合整備事務所　会議室で行います。
　入札参加資格確認後に本市が交付する納付書により入札保証金（５万円）を納付し、申込
者本人又は代理人が必ず出席してください。

↓

開札
　入札締切後、直ちに開札を行います。
　（落札者、落札金額及び事業計画書の概要については公表します。）

制限付一般競争入札のながれ
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＜市有地に関する手続き＞ ＜民有地に関する手続き＞

市有財産売買仮契約の締結 覚書の締結

　買受事業者に決定した者は、令和８年８月２７日
（木）までに市有地売買代金の１割以上の金額を契約保
証金として納入し、北九州市の定める様式により、市有
地売買仮契約を締結していただきます。なお、契約保証
金は市有地売買代金の一部に充当することができます。

　買受事業者に決定した者は、令和８年８月２７日
（木）までに、各民有地売買代金の合計の１割以上の金
額を契約保証金として納入し、北九州市の定める様式に
より、覚書を北九州市と締結していただきます。なお、
契約保証金は市有地売買代金の一部に充当することがで
きます。

民有地売買契約の締結・民有地売買代金の納入

　買受事業者は覚書締結後、４０日以内に各民有地所有
者とそれぞれ土地売買契約を締結していただきます。ま
た、土地売買契約の内容は、事前に北九州市の同意を得
てください。なお、各民有地所有者との契約締結の際に
は、原則として北九州市が立ち会うこととします。
　買受事業者は、全ての民有地所有者との契約成立後６
０日以内に、売買代金を各民有地所有者に納入していた
だきます。各民有地について、売買代金の納入が完了し
た時に、所有権移転及び引き渡しがあったものとしま
す。

本契約への移行・市有地売買代金の納入 民有地の所有権移転登記

　市有財産売買仮契約は、売買物件の各民有地の全てが
買受事業者へ所有権移転が完了した時、本契約に移行し
ます。買受事業者は、市有地売買代金の全額を、本契約
移行後３０日以内に、納入していただきます。なお、既
納の契約保証金をこの売買代金に充当することができま
す。

　民有地全ての売買契約を締結し、民有地売買代金の支
払いが完了した後に、買受事業者が所有権移転登記の手
続きを行います。なお、各民有地の所有権移転登記は買
受事業者の責任において行うこととし、所有権移転登記
にかかる費用は全て、買受事業者の負担とします。

市有地の所有権移転登記

　市有地売買代金の納入を確認した後、北九州市が市有
地の所有権移転登記を行います。登記に要する費用（登
録免許税）は事業者の負担とします。
　市有地については、使用収益を開始した時に引渡しが
あったものとします。

使用収益を開始した日（令和９年６月頃）から１年以内に建築工事に着手、３年以内に竣工
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制限付一般競争入札実施要領 

 

１ 趣 旨  

入札物件は、折尾地区土地区画整理事業地内１８街区で、１０の仮換地で構成されています。

（うち３つが市有地、７つが民有地です。）本案件は、売却希望の民有地と隣接する市有地をセ

ットで入札・売却するものです。 

今回、土地利用に一定の制限を設けた上で土地買受希望者を公募し、その提案する事業計画書

（土地利用計画等）が北九州市の定める条件に適合し、かつ最低売却価格以上の最高の価格で落

札した方に当該地を売却します。 

 

２ 入札物件  

物件調書のとおり。 

※本物件は、令和８年度に造成工事を行い、令和９年６月頃に使用収益を開始する予定です。 

使用収益開始後でなければ建築工事に着手することはできません。 

（地盤調査等は、造成工事との調整により実施可。） 

 

３ 入札参加資格  

（１）土地利用に関する事業の実施に必要な知識や技術的能力等を有し、指定期日までに売買代

金の支払いが可能な法人であること。また、土地利用に関する事業を、確実かつ速やかに実

施できること。 

（２）次の各事項に該当しないこと。 

ア 北九州市が行う市有地売払に関し、下記の事実があった後２年を経過していない者  

・入札を取消されたことがある者 

・落札者として資格を取消されたことがある者 

・申込を取消されたことがある者 

・正当な理由がなく契約を締結せず、又は履行しなかった者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定又は北九州

市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号）第２条の規定に該当する者  

ウ 法人税又は消費税【地方消費税を含む】の滞納がある者 

エ 過去３年間に市町村民税、固定資産税又は都市計画税の滞納がある者 

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団のほか次に掲げる者 

（ア）当該物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者 

※「これに類するもの」とは、公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社会通 

念上不適切と認められるものをいう。 

（イ）法第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)又は暴力団員でな

くなった日から５年を経過していない者 
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（ウ）次のいずれかに該当する者 

ａ 法人の役員等が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質的に関与している     

  者 

※役員等とは、「法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外 

の者」をいう。 

ｂ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的 

をもって暴力団を利用している者 

ｃ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積 

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

ｄ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

ｅ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

 （エ）前記（ア）から（ウ）までに掲げる者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

５条第１項に規定する観察処分を受けている団体及びその役職員または構成員 

なお、土地利用に関する事業の実施が共同企業体等による場合は、共同参加者を含めたすべて

の者が上記（１）、（２）を備えていることとします。 

 

４ 土地売却条件  

  物件調書に記載。 

 

５ 申込方法 

（１）入札参加表明書の提出 

   入札への参加申込を希望される方は、制限付一般競争入札参加表明書（様式１）に所定の

事項を記入のうえ、受付場所に提出してください。郵送の場合は、書留等、到達が確認でき

る方法としてください。 

  ア 受付期限 

    令和８年６月３０日（火）まで 

  イ 受付場所 

北九州市 都市整備局 折尾総合整備事務所 事業調整課 

     北九州市八幡西区大浦二丁目１３番７号 ℡ 093-602-3108  

（２）入札参加申込の受付 

ア 受付日時 

令和８年７月９日（木）、１０日（金） 午前９時から午後５時まで 

イ 受付場所 

北九州市 都市整備局 折尾総合整備事務所 事業調整課 

     北九州市八幡西区大浦二丁目１３番７号 TEL 093-602-3108       

※あらかじめ来庁日時を事業調整課に電話で連絡してください。 

※郵送等での申込は受け付けないので、必ず持参してください。 

※申込受付の際、申込書記載事項についてヒアリングを行う場合があるので、説明ので

きる方が申込に来てください。 
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 （３）申込に必要な書類等（提出部数は各１部） 

ア 制限付一般競争入札参加申込書（様式２） 

※代表者印で押印してください。共同企業体等で応募するに当たっても、共同事業者を

含めた全ての者が代表者印で押印してください。 

イ 役員一覧（様式３） 

※共同事業者がいる場合、事業者ごとに添付してください。 

ウ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書・発行後３か月以内のもの） 

エ 会社等の定款 

オ 会社等の概要 

カ 決算報告書（過去３年分） 

キ 納税証明書（発行後３か月以内のもの） 

（ア）法人税、消費税［地方消費税を含む］ 

※「納税証明書その３の３」で構いません。 

（イ）市町村民税、固定資産税・都市計画税 

※いずれも過去３年分（令和７,６,５年度分）、本店等所在地分のみで構いません。 

ク  印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

ケ 事業実績に関する調書 

・ 今回の事業計画書の内容と関係があると思われる実績を中心に記載すること。 

・ 特別に様式はないが、文章についてはＡ４判縦を使い横書き両面使用、図面等につ

いてはＡ３判横を使い片面使用とすること。 

・ これら資料は左とじとし、Ａ３判資料については片面を折込むこと。 

コ 事業計画書 

・ 建築物の用途（建築基準法上の用途）や規模（概ねの階数、面積）を明記すること。 

・ 参考図（平面図、イメージスケッチ等）を添付すること。 

・ 特別に様式はないが、文章についてはＡ４判縦を使い横書き両面使用、図面等につ

いてはＡ３判横を使い片面使用とすること。 

・ これら資料は左とじとし、Ａ３判資料については片面を折込むこと。 

※同一の者が複数の事業計画書の提出を行うことはできません。 

※共同参加者ごとに、上記イ～ケの書類を添付してください。 

※申込者が非課税団体である等の理由から添付書類が揃わない場合は、上記書類を参考

に可能な範囲で添付してください。 

 

６ 入札参加資格の審査  

参加申込をした方の中から、事業計画書が市の条件に適合し、かつ適正に事業が遂行できる

方を、提出された書類等により審査・選定します。そのうえで、選定された事業者全員により

入札を行い、最低売却価格以上の最高の価格で買受申込をした方を買受事業者とします。 

（１）書類審査の結果については、令和８年７月３1 日（金）頃に参加申込者に通知します。 

（２）審査の過程で、提出した書類等の内容について説明を求めることがあります。 

（３）提出した事業計画書が北九州市の条件に適合し、かつ適正に事業が遂行できると認められ

る参加申込者が１者であった場合でも入札は実施します。 
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７ 入札保証金  

入札に参加するには、入札参加資格確認後に本市が交付する納付書により入札保証金を納め

ていただきます。 

（１）入札保証金額 

５万円 

（２）納付方法 

本市が交付する納付書により、北九州市公金取扱機関（納付書の裏面に記載）で納付して

ください。 

（注１）落札者が納付した入札保証金は、全額を契約保証金に充当することができます。 

    ただし、落札者が落札物件の売買契約を締結しないときは、入札保証金は本市に

帰属し、返還はいたしません。 

（注２）落札者以外の方の入札保証金は、「入札保証金提出書兼返還請求書」に記載され 

た金融機関の口座へ振込により返還します。入札保証金には利子は付しません。 

なお、返還には開札後５週間程度要しますので、ご了承ください。 

（注３）納付書の領収書の原本がなければ入札には参加できません。また、入札保証金の 

返還にも時間を要する可能性がありますので、領収書の原本の保管は十分お気を 

付けください。 

 

８ 入札及び開札  

（１）入札及び開札の日時及び場所 

ア 入札日時      令和８年８月７日（金）午前１０時（時間厳守） 

イ 開札時間      入札締切後直ちに開札を行います。 

ウ 入札及び開札場所  折尾総合整備事務所 会議室 

（北九州市八幡西区大浦二丁目１３番７号） 

（２）入札当日持参するもの 

ア 入札参加資格審査結果通知書 

イ 代表者印※実印（代理人が入札に参加する場合は不要） 

ウ 委任状（様式５） 

エ 代理人の印鑑 

オ 出席者の身分証明書※顔写真付き（運転免許書又はマイナンバーカード等） 

カ 入札保証金提出書兼返還請求書 

  キ 入札保証金・契約保証金充当申請書 

（３）入札方法等 

ア 入札者は所定の入札書に必要な事項を記載し、記名押印のうえ、入札箱に投入してくだ

さい。 

イ 入札は代理人に行わせることができます。 

代理人は、所定の入札書に必要な事項を記載し、記名押印（委任状に押印されている代 

理人の印）のうえ、入札箱に投入すること。 

（４）入札書の書替え等の禁止 

入札者は、その投入した入札書の書替え、引替え又は撤回はできません。 

※代理人が入札を行う場合のみ 

※詳細は入札参加資格審査後にご案内します 
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（５）開札 

ア 開札は、入札締切後直ちに入札者立会いのもとで行います。 

イ 入札者が開札に立ち会わなかった場合は、開札の結果について異議を申し立てることは 

できません。 

（６）入札の中止 

ア 入札の実施が困難な特別の事情が生じた場合は、入札を中止又は延期することがありま

す。 

イ 入札を中止又は延期した場合、入札者及び入札に参加しようとする者が損失を受けても、 

北九州市は補償の責任を負いません。 

（７）入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

ア 入札参加の資格がなくて入札したとき 

イ 入札保証金を納付しないとき又はその額が不足するとき 

ウ 入札書に記名押印のないとき、入札首標金額を訂正したとき又は記載事項について判読

できないとき 

エ 同一事項について２通以上の入札書を提出したとき 

オ 代理入札で委任状を提出しないとき又は他人の代理を兼ね若しくは２人以上の代理をし

たとき 

カ 入札者が協定して入札したと認められるとき 

キ 入札価格が最低売却価格を下回るとき 

ク その他入札に際し不正の行為があったとき 

（８）落札者 

落札者は、最低売却価格以上の価格のうち、最高の価格をもって入札した者とします。 

（９）くじによる落札者の決定 

落札者となるべき同価の入札をした者が２以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引

かせて落札者を決定します。この場合において、くじを引かない者があるときは、これに代

えて当該入札事務に関係のない北九州市職員にくじを引かせます。 

（10）落札者が落札後の手続きに応じない場合の対応 

落札者が入札後の契約手続きに応じない場合、次点価格で入札した者を落札者とします。

次点価格で入札した者も契約手続きに応じない場合は、同様の基準に従い落札者を決定しま

す。ただし、落札価格は必ず最低売却価格以上であることを条件とします。 

（11）入札結果の公表 

落札者及び落札金額、落札者の土地利用計画の概要については、公表します。また、落札

者が提出した事業計画書については公表することがあります。 
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９ 市有地の売買契約締結の流れ等  

（１）市有財産売買仮契約の締結・契約保証金の納入 

買受事業者に決定した者は、令和８年８月２７日（木）までに市有地売買代金の１割以上

の金額を契約保証金として納入し、北九州市の定める様式（契約書様式１）により、市有地

売買仮契約を締結していただきます。市有地売買仮契約の締結に要する費用は全て買受事業

者負担とします。なお、契約保証金は市有地売買代金の一部に充当することができます。 

  ※市有地売買代金は、市が算定します。（落札金額を換地設計基準に基づき算定した評価指

数で按分して算出。） 

（２）本契約への移行・売買代金の納入 

市有財産売買仮契約は、売買物件の民有地の全てが買受事業者へ所有権移転した時、本契

約に移行します。買受事業者は、市有地売買代金の全額を、本契約に移行後３０日以内に、

納入していただきます。なお、既納の契約保証金をこの売買代金に充当することができます。 

（３）所有権移転登記 

市有地売買代金の納入を確認した後、北九州市が所有権移転登記を行います。登記に要す

る費用（登録免許税）は事業者の負担とします。事業計画書に基づく共同住宅等の分譲の場

合を除き、仮契約締結の日から指定期間満了の日まで、売買物件について売買、贈与、交換、

出資等による所有権移転若しくは法人の合併を認めません。 

（４）買戻し特約の登記 

ア 事業計画書に記載した事業を確実に履行していただくよう、本契約成立の日から１０年

間の買戻し特約の登記を売買物件の市有地部分に行います。買戻し特約の登記は、北九

州市が所有権移転登記と同時に行います。登記に要する費用（登録免許税）は事業者の

負担とします。 

イ 仮契約締結の日から買戻し期間満了の日までにおいて、北九州市の承認を得ないで、買

受事業者が次のいずれかに該当する場合には、北九州市は売買物件の市有地部分の買戻

しをすることができるものとします。 

（ア）市有地の引渡しの日から１年以内に、建築物本体の杭打ち工事、地盤改良工事、山

留め工事又は根切り工事に係る工事に着手しない場合。 

（イ）市有地の引渡しの日から１０年以内（以下、「指定期間」という。）に、事業計画書

に記載した用途以外に供した場合。 

（ウ）事業計画書に基づく共同住宅等の分譲の場合を除き、市有財産仮契約締結の日から

指定期間満了の日まで、売買物件について売買、贈与、交換、出資等による所有権

移転をした場合。 

  ウ 北九州市は買戻し権を行使するときは、買受事業者に市有地売買代金を返還します。た

だし、当該売買代金には利子を付しません。また、買受事業者が既に支払った契約等の

費用や違約金などは返還いたしません。 

  エ 買受事業者は、買戻し期間満了前に、買戻し登記を抹消する必要がある場合には、抹消

を必要とする事由及び事業計画書の履行に関する内容を付した書面により、北九州市に

申し出ることができます。ただし、買戻し登記の抹消には、北九州市の承認が必要です。 
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（５）市有地の引渡し 

市有地の使用収益を開始した時に、北九州市から買受事業者に引渡しがあったものとし 

ます。なお、使用収益開始時期は、令和９年６月を予定しております。 

（６）契約の解除等 

市有財産売買契約に違反した場合には、違約金の徴収や契約の解除を行う場合があります。 

 

１０ 民有地の売買契約締結の流れ等  

（１）覚書の締結・契約保証金の納付 

買受事業者に決定した者は、令和８年８月２７日（木）までに、各民有地売買代金の合計

の１割以上の金額を契約保証金として納入し、北九州市の定める様式（契約書様式２）によ

り、覚書を北九州市と締結していただきます。なお、契約保証金は市有地売買代金の一部に

充当することができます。 

※各民有地売買代金は、市が算定します。（落札金額を換地設計基準に基づき算定した評価

指数で按分して算出。） 

（２）民有地売買契約の締結・売買代金の納入 

ア 買受事業者は覚書締結後、４０日以内に各民有地所有者とそれぞれ土地売買契約を締結

していただきます。また、土地売買契約の内容は、事前に北九州市の同意を得てくださ

い。（原則として契約書様式３とします。）土地売買契約の締結に要する費用は全て買受

事業者負担とします。なお、各民有地所有者との契約締結の際には、原則として北九州

市が立ち会うこととします。 

  イ 買受事業者は、全ての民有地所有者との契約成立後６０日以内に、売買代金を各民有地

所有者に納入していただきます。各民有地について、売買代金の納入が完了した時に、

所有権移転及び引渡しがあったものとします。 

  ウ 公租公課は、土地引渡し日より後は、買受事業者負担とし、売買代金の納入にあわせて、

各地権者と日割り清算してください。 

（３）所有権移転登記の手続き 

民有地全ての売買契約を締結し、民有地売買代金の支払いを北九州市が確認した後に、買

受事業者が所有権移転登記の手続きを行います。なお、各民有地の所有権移転登記は買受事

業者の責任において行うこととし、所有権移転登記にかかる費用は全て、買受事業者の負担

といたします。必要に応じて、司法書士等を手配してください。 

（４）契約の解除 

買受事業者が民有地の一部で売買契約を締結できなかった、又は解除した場合で、かつ北

九州市から指示された場合は、全ての民有地売買契約を解除していただきます。これにより、

買受事業者に生じた損害について、北九州市は賠償いたしません。 

 ※全ての民有地について、北九州市と各地権者は、最低売却価格以上の応札があった場合、地

権者に土地売買契約に応じる義務を課す覚書（契約）を締結済です。 

 ※全ての民有地について、相続や抵当権等がないことは確認済です。（令和８年４月末時点） 

 ※各民有地の所有者情報や従前地番は、北九州市と買受事業者が覚書を締結した後、お知らせ

します。なお、福岡県以外（山口県、大分県、宮崎県※令和８年４月末時点）にお住まいの

所有者もいるため、契約手続き等を県外で行うことも想定されます。 
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 ※本集約売却に基づき、買受事業者が民有地の所有権移転及び引渡しを受けても、土地区画整

理法第１０１条に規定する補償は生じません。 

 

【参考】土地売買契約の流れ（P.10,11）の補足  

項 目 市有地 民有地 

（１）契約保証金 市との仮契約に基づき、 

市有地の売買代金の 

１割以上を市に納付 

市との覚書（契約書様式２）に

基づき、 

民有地全体の売買代金の 

１割以上を市に納付 

（２）土地売買契約 買受事業者と市が 

「市有財産売買仮契約」 

を締結（契約書様式１） 

※全ての民有地の 

所有権移転登記完了後、 

本契約に自動移行 

買受事業者と各地権者が 

それぞれ「土地売買契約」 

を締結 

（原則として契約書様式３） 

※原則、市が立ち合い 

・契約に要する費用 

（収入印紙等） 

買受事業者負担 

（契約書１通分の印紙代） 

買受事業者負担 

（契約書２通分の印紙代） 

※電子契約とする場合は、 

 手数料等を買受事業者が負担 

（３）代金支払い 

   （土地引渡し） 

仮契約が本契約に移行後、 

３０日以内に市に納入 

 

全ての民有地の 

「土地売買契約」締結後、 

６０日以内に各地権者に納入 

（４）所有権移転登記 市が嘱託登記により実施 買受事業者が実施 

（司法書士等を要手配） 

・登録免許税 買受事業者負担 

※領収証書等を市に提出 

買受事業者負担 

（５）公租公課 所有権移転登記完了後の 

翌年から、買受事業者に賦課 

土地引渡し日より後は 

買受事業者負担 

※売買代金決済に合わせて、 

日割り精算 
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１１ その他  

（１）今回の制限付一般競争入札に参加しようとする方は、本要領及び添付の契約書や覚書につ

いて、充分に熟知しておいてください。 

（２）質疑応答について 

ア 作成にあたっての不明な事項については、令和８年６月１９日（金）までに、所定の質

問書（様式４）に記入のうえ、北九州市都市整備局折尾総合整備事務所事業調整課に

E-mail（seibi-jigyouchousei@city.kitakyushu.lg.jp）又は、 

FAX（093-602-3128）により提出してください。 

※必ず送信確認を行ってくださいTEL（093－602-3108） 

ただし、北九州市はファクシミリに起因するトラブルによる責任は負いません。なお、

電話や口頭による質問は受け付けません。 

イ 期間経過後の質疑については、回答しません。 

ウ 質問内容１件ごとに１枚の質問書を使用してください。 

エ 随時、ホームページに回答を掲載します。最終回答については、６月末までにホームペ

ージに掲載します。なお、入札参加表明者には個別で回答を案内します。 

オ 入札と直接の関連性が認められない質問については、回答しない場合があります 

（３）事業計画書の作成の際は、『土地売却条件』（物件調書に記載）に記載の事項のほか、関係

法令を遵守するとともに、あらかじめ関係行政機関等とよく協議しておいてください。 

（４）この要領に定めるもののほか、必要な事項については、北九州市の定めるところによるも

のとします。 

 

 

 

 

mailto:seibi-jigyouchousei@city.kitakyushu.lg.jp
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物件購入Ｑ＆Ａ 

Ｑ１ 書類審査において、最も優れた提案を行った者でも、入札の時点で最も高い額を提示する

ことができなければ買受者となることはできないのですか。 

Ａ１ 書類審査は、土地利用条件等を満たしているかどうかを判断するためのものであり、どの

提案が最も優れているかを判断するためのものではありません。 

買受者は、入札参加資格の確認を受けた者のうち、最低売却価格以上の最高の価格で入札し

た者になります。 

 

Ｑ２ 一般競争入札と言いながら、このような土地利用の条件等を設けることができるのですか。 

Ａ２ 地方公共団体が行う一般競争入札に参加する者に、一定の資格制限を設けることは、地方

自治法施行令の中でも認められています。 

今回北九州市が土地利用条件を定めたのは、当該地の活用事業者には、これらの土地利用条

件を満たすことができる者がふさわしい、つまり、『土地利用条件を満たすことができる者＝

当該地の買受者としての資格を有する者』と判断したためです。 

 

Ｑ３ 書類審査で選定された場合、事業計画書の内容は、北九州市における開発又は建築行為の

法令規定に適合していると審査されたものと考えてもいいのですか。 

Ａ３ 書類審査は、土地利用条件等を満たしているかどうかを判断するためのものであり、北九

州市の開発又は建築行為の法令規定に適合しているかを審査するものではありません。 

買受者が土地の開発等を行う場合、通常通り、建築関係の窓口での手続きが必要です。 

 

Ｑ４ 事業計画書等を作成するに当たって発生する費用の負担はどうなりますか。 

Ａ４ すべて買受希望者の負担となります。 

 

Ｑ５ 土地を共有にしたいときは、 どのように申込めばいいのですか。 

Ａ５ 制限一般競争入札参加申込書【共同参加者用】（様式２－Ｂ）を使用して申込んでくださ

い。なお、「５ 申込方法 （３）申込に必要な書類等」（６～７ページ記載）のイ～ケの書類

についても、共同参加者ごとに提出してください。 

また、入札についても、共同で行ってください。 

【申込書の種別】 

提出すべき参加申込書等 買受者となった場合の市との土地売買契約締結の相手方 

（様式２―Ａ） 
制限付一般競争入札参加申込書 

【単独参加者用】 
Ａ社 

（様式２－Ｂ） 
制限付一般競争入札参加申込書 

【共同参加者用】 
Ａ社・Ｂ社・Ｃ社 



円

※最低売却価格は不動産鑑定評価により決定したもの

用途地域

その他法令等
に基づく制限

道路の状況

電　気

ガ　ス

上水道

下水道

西鉄バス
・市バス

北方 約０．２km （直線距離）

Ｊ　Ｒ 折尾駅 北方 約０．２km （直線距離）

北九州市立則松小学校 南東方 約０．４km （直線距離）

北九州市立則松中学校 南東方 約０．８km （直線距離）

八幡西区役所折尾出張所 北東方 約０．８m （直線距離）

産業医科大学病院 北方 約１．６km （直線距離）

１　物　件　調　書

所　　在 公簿地目（現況） 実測面積(㎡)

折尾土地区画整理事業地内１８街区
画地番号①-1、①-2、②-1、②-2、②-3、③-1、
③-2、④、⑤、⑥

宅地 1,248.92

合　　　計 1,248.92

【最低売却価格】 ２２５，８０４，７３６

商業地域 建ぺい率 80% 容積率
400%

※容積率500%に変更する都市計画提案が
北九州市に提出されています。

【問合せ先】北九州市　上下水道局　西部工事事務所　水道課 ℡：093-644-7821

【問合せ先】北九州市　折尾総合整備事務所　整備課　工事係 ℡：093-691-2522

交通機関
折尾駅バス停

公共施設

市街化区域、準防火地域、宅地造成等工事規制区域、景観計画区域、景観重点整備地区、
居住誘導区域内、都市機能誘導区域内
※上記のほか、建築基準法（道路斜線、日影規制など）等による制限や届出義務があります。
※準防火地域から防火地域に変更する都市計画提案が北九州市に提出されています。

①北側が幅員約21.0ｍの市道（北鷹見町堀川町１号線）に接面
②東側が幅員約18.0ｍの市道（東筑２１号線）に接面
③西側が幅員約6.0ｍに市道 （東筑２７号線）に接面
④南側が幅員約6.0ｍの市道 （東筑２７号線）に接面
※①②の市道は、建築基準法第４２条第１項第四号道路です。
　③④の市道は、市有地引渡しまでに建築基準法第４２条第１項第四号道路に指定される
　予定です。
　①～④の市道については、市有地引渡し時点（令和９年６月頃）で車の通行は可能ですが、
　引渡し後も一部工事が行われる可能性があります。

【問合せ先】九州電力送配電株式会社　八幡配電事業所 ℡：0800-777-9401

【問合せ先】西部ガス株式会社　北九州リビング営業部 ℡：093-591-6601

※周辺インフラの配管状況については、事業調整課窓口で閲覧可能です。
※電気、ガス、上・下水道の配管状況や引き込みに関しては、入札前に必ず関係機関にお問い合わせください。
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その他

【地中残存物に関する事項】
・基本的に、建築物の基礎などの地中埋設物は撤去してあります。
・土地の引渡し後に、万が一地中埋設物が発見されたとしても、北九州市は一切の責任を負い
　かねます。
・現況地盤高から30cmは、良質土に置き換えています。
【土壌汚染に関する事項】
・本物件の所在地は、土壌汚染対策法に基づく指定区域外にあります。
・土壌汚染対策法第４条第１項の規定により、一定規模以上の土地の形質の変更について、
　届出を行っていますが、汚染の恐れなしのため、土壌汚染状況調査は行っておりません。
【埋蔵文化財に関する事項】
・本物件は、埋蔵文化財調査を実施済みです。
【その他】
・本物件は工事中です。引渡しまでに宅地造成図のとおり造成工事を完了します。
・土地区画整理事業中のため、登記については従前地の所有権移転を行うものとします。
・土地区画整理事業における換地処分の結果、本物件に関する清算金の交付及び徴収が生じた時
　は買受事業者に一切の権利・義務が生じます。
・本物件の現況に加えて、インフラ引き込み工事や造成工事を行う場合は、買受事業者自身で行
　っていただく必要があります。
・現時点で、本物件での地盤調査は実施していませんが、引渡しまでにスウェーデン式サウンデ
　ィング試験を行い、地盤の長期許容応力度が30KN/㎡以上であることを確認します。

土地売却条件

１　用途の制限
　市有地引渡しの日から１０年間（以下「指定期間」という。）は、次に掲げるものを建築して
はならない。
（１）住宅
（２）住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもの
（３）マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類
　　　するもの
（４）風営法第２条第６項各号に掲げる店舗型性風俗特殊営業の用に供する建築物
（５）神社、寺院、教会その他これらに類するもの
（６）倉庫業を営む倉庫
　※「住宅」とは、「一戸建て住宅」や「長屋」を指すものであり、「共同住宅」や「寄宿舎」
　　は含まない。
　※「駅前にぎわいゾーン」として、商業系（飲食店舗・物販店舗等）や住居系（集合住宅）、
　　福祉・医療系（保育園・診療所等）、サービス・業務系（オフィス・ホテル等）の立地が
　　望ましい。

２　所有権移転の禁止
　　事業計画書に基づく共同住宅等の分譲の場合を除き、市有財産売買仮契約締結の日から指定
　期間満了の日まで、売買物件について売買、贈与、交換、出資等による所有権移転若しくは法
　人の合併を禁止する。

３　土地利用計画の履行
（１）買受事業者は、市有地引渡しの日から１年以内に、建築物本体の杭打ち工事、地盤改良工
　　事、山留工事又は根切り工事に係る工事に着手すること。
（２）買受事業者は、売買物件について、建築物等の工事を完了させ、市有地引渡しの日から３
　　年以内に、事業計画書に記載している内容の用途に供すること。
（３）買受事業者は、指定期間満了の日までは、事業計画書に記載している内容以外の用途に供
　　してはならない。やむを得ない事由により事業計画書の内容を変更しようとするとき
　　（軽微な変更を除く。）は、あらかじめ変更を必要とする事由及び変更後の内容を詳細に記
　　載した書面をもって北九州市に申請し、承認を受けること。
４　その他売却条件
（１）当該土地を使用するときは、騒音、悪臭、粉塵などの環境問題がおこらないように配慮す
　　ること。
（２）当該土地を使用するときは、近隣住民等地元関係者（以下「地元関係者」という。）への
　　積極的な情報提供に努め、地元関係者の意見には誠意を持って対応し、地元関係者と協議調
　　整を行うこと。
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＜物件概要＞
（所在）　　折尾土地区画整理事業地内１８街区
　　　　　　（画地番号①-１、①-２、②-１、②-２、②-３、③-１、③-２、④、⑤、⑥）
（地積）　　１,２４８.９２㎡
（地目）　　宅地
（用途地域）商業地域
（建ぺい率）８０％
（容積率）　４００％　※容積率５００％に変更する都市計画提案が北九州市に提出されています。
※下の位置図に示す各街区や道路等は、折尾地区総合整備事業完了後の姿で、現在は工事中の箇所も
　あります。
　本物件は、令和８年度に造成工事を行い、令和９年６月頃に使用収益を開始する予定です。
　使用収益開始後でなければ建築工事に着手することはできません。
　折尾地区総合整備事業は、令和１３年度を完了目標としています。

２　位置図

折尾土地区画整理事業地内１８街区

N

入札物件
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